
 
 

深谷市建設工事低入札価格取扱運用基準 

（令和４年３月２２日市長決裁） 

（趣旨） 

第１条 この基準は、深谷市建設工事低入札価格取扱要綱（以下「要綱」という。）の実施

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（調査基準価格の算出方法） 

第２条 調査基準価格は、入札書比較価格算出の基礎となった次の各号に掲げる額の合計

額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切捨てた額）とする。

ただし、当該額が入札書比較価格に１０分の９．２を乗じて得た額を超える場合にあっ

ては１０分の９．２を乗じた額とし、入札書比較価格に１０分の７．５を乗じて得た額

に満たない場合にあっては１０分の７．５を乗じて得た額とする。 

（１） 直接工事費の額に１０分の９．７を乗じて得た額 

（２） 共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額 

（３） 現場管理費の額に１０分の９を乗じて得た額 

（４） 一般管理費の額に１０分の６．８を乗じて得た額 

２ 有価物売却費があるときの調査基準価格は、前項各号に掲げる額の合計額から有価物

売却費を控除した額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切捨

てた額）とする。ただし、当該額が入札書比較価格に１０分の９．２を乗じて得た額を

超える場合にあっては１０分の９．２を乗じた額とし、入札書比較価格に１０分の７．

５を乗じて得た額に満たない場合にあっては１０分の７．５を乗じて得た額とする。 

３ 市長が特別なものと認めた場合については、前２項の規定にかかわらず、入札書比較

価格に１０分の９．２を乗じて得た額から入札書比較価格に１０分の７．５を乗じて得

た額の範囲内の額とする。 

（調査限界価格の算出方法） 

第３条 調査限界価格は、入札書比較価格算出の基礎となった次の各号に掲げる額の合計

額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切捨てた額）とする。 

（１） 直接工事費の額に１０分の７．５を乗じて得た額 

（２） 共通仮設費の額に１０分の７を乗じて得た額 

（３） 現場管理費の額に１０分の７を乗じて得た額 

（４） 一般管理費の額に１０分の３を乗じて得た額 

２ 有価物売却費があるときの調査限界価格は、前項各号に掲げる額の合計額から有価物

売却費を控除した額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切捨

てた額）とする。 

（入札の執行） 

第４条 入札の結果、調査基準価格を下回る入札が行われた場合には、入札執行者は入札

者に対し｢保留｣を宣言し、調査基準価格を下回る入札者に対し入札金額見積内訳書等の

提出と調査協力依頼し、落札者については後日決定する旨を告げ、調査限界価格を下回

る入札者は失格となり、入札者全員に対して後日通知する旨を告げて入札を終了する。 

（調査の実施） 

第５条 要綱第７条の調査は、別紙１の「低入札価格調査における調査項目」の確認事項

１～１０を入札者から事情聴取して確認するものとし、「低入札価格調査における調査

項目」の照会･調査事項の１１から１７について照会･調査を行い、別紙２の「低入札価



 
格調査調書」を作成するものとする。ただし、調査の対象となる入札が、予定価格の１

０分の８以上の場合は、入札者からの事情聴取による確認を省略することができる。 

第６条 調査基準価格を下回る入札が複数あった場合には、調査を並行して実施すること

ができるものとする。 

第７条 調査については、工事内容に応じた調査のほか、下記の基準により行うこととす

る。 

（１） 調査基準価格を下回った入札が複数あり、かつ、調査の対象となった入札が他 

の札と比較してかい離が小さい場合は、入札金額見積書を比較し、内訳の中で極端に 

低いものがあれば、その部分にかかる項目を調査する。 

（２） 調査の対象となった入札が、他の札と比較してかい離が大きく、かつ、調査基 

準価格を大きく下回っている場合は、低入札価格調査に係る調査項目のうち、確認事 

項に係る書面を提出させ、必要がある場合には照会・調査事項についての確認も実施 

する。 

（３） 当該入札が、予定価格の１０分の７を下回っている場合は、調査項目のすべて 

を調査するとともに、必要があれば、調査項目以外の資料についても提出させる。 

第８条 調査の結果及び作成した調書は、入札執行後１０日以内に入札執行者に報告する

ものとする。 

（調査に基づく協議） 

第９条 入札執行者は、調査の結果に基づき、契約の内容に適合した履行がされないおそ

れがあるか否か、及び公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあり、著しく不適当

であるか否かを工事担当課と協議し判定するものとする。 

（調査・協議結果の措置） 

第１０条 入札執行者は、調査及び協議の結果により、契約の内容に適合した履行がされ

ないおそれがあるとされた場合は、低入札価格調査審査委員会（以下「審査委員会」と

いう。）の審査を求めるものとする。 

（審査委員会の審査結果を踏まえた落札者の決定等の通知） 

第１１条 要綱第９条により、最低価格入札者の入札価格により契約の内容に適合した履

行がされると認めたときには、直ちに最低価格入札者に落札した旨を通知するとともに、

他の入札者全員に対してその旨を周知するものとする。 

第１２条 最低価格入札者を落札者とせず、次順位価格の入札者を落札者と決定したとき

は、最低価格入札者に対しては落札者としない旨の通知を、次順位者に対しては次順位

者が落札者となった旨の通知をするとともに、その他の入札者に対しては次順位者が落

札者となった旨を周知するものとする。 

（調査等の実施期間） 

第１３条 落札者の決定については、原則として入札執行後２１日以内に調査対象者を落

札者とするか否かを決定するものとする。 

（入札記録書への記載） 

第１４条 調査の対象となった入札における入札記録書には、「低入札価格調査制度適用対

象工事」と記載するものとする。 

（監督体制等の強化） 

第１５条 調査基準価格を下回る価格で入札をしたものを落札者と決定した場合において

は、契約後、施工台帳の写しの提出を求め、必要に応じてその内容のヒアリングを行う

とともに、監督業務の強化・厳格な検査を実施し、適正な施工の確保に努めるものとす



 
る。 

（入札参加者への周知） 

第１６条 入札執行者は、適切に入札を執行するために、あらかじめ入札参加者等に低入

札価格調査制度の周知を図るものとする。 

   附 則 

 この運用基準は、平成１８年１月１日から適用する。 

   附 則 

 この運用基準は、平成１９年４月１７日から適用する。 

   附 則 

 この運用基準は、平成１９年９月１日から適用する。 

附 則 

 この運用基準は、平成２０年６月１日から適用する。 

附 則 

 この運用基準は、平成２１年６月１日から適用する。 

   附 則 

 この運用基準は、平成２３年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この運用基準は、平成２４年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この運用基準は、平成２５年６月１日から適用する。 

附 則 

 この運用基準は、平成２６年４月１日から適用する。 

附 則 

この運用基準は、平成２７年６月１日から適用する。 

附 則（平成２８年３月３０日市長決裁） 

この運用基準は、平成２８年４月１日から適用する。 

附 則（平成２９年３月２４日市長決裁） 

この運用基準は、平成２９年４月１日から適用する。 

  附 則（平成３１年４月１日市長決裁） 

この運用基準は、平成３１年４月１日から適用する。 

  附 則（令和２年３月２４日市長決裁） 

この運用基準は、令和２年４月１日から適用する。 

附 則（令和３年３月２３日市長決裁） 

この運用基準は、令和３年４月１日から適用する。 

  附 則（令和４年３月２２日市長決裁） 

この運用基準は、令和４年４月１日から適用する。 



 
別紙１ 

低 入 札 価 格 調 査 に お け る 調 査 項 目 

 確 認 事 項 確認に必要な資料等の具体例 

 1 その価格により入札した理由書及び入

札金額見積内訳書の内容（極端に低いも

のは何かを確認） 

入札金額の決定理由書、入札金額見積内訳

書 

 2 入札対象工事現場付近における手持ち

工事の状況 

契約書、仕様書、業者が任意に作成したリ

スト等 

 3 同種・類似の手持ち工事の状況が分かる

資料 

契約書、仕様書、業者が任意に作成したリ

スト等 

 4 入札対象工事現場と営業所、倉庫等との

地理的関係 

登録許可申請書の副本、地図等 

 5 手持ち資材の状況 

 

資材の購入伝票等 

 6 資材購入予定先及び資材購入予定先と

の関係が分かる資料 

資材業者からの見積書、購入伝票等 

 7 手持ち機械数の状況 

 

使用する重機の車検証等 

 8 労務者の具体的調達見通し 経営事項審査結果通知書、現場付近の営業

所の職員名簿等 

 9 過去に施工した公共工事名及び発注者 

 

同種工事に係る契約書、仕様書、図面、 

10 その他必要な事項 その他必要と判断される資料 

 

 照会・調査事項 照会・調査に必要な資料等の具体例 

11 1～10 の確認事項についての調査検討 入札者が確認に必要な資料として提出し

たもの及び入札参加資格審査申請書 

12 過去に施工した公共工事の成績状況 同種工事に係る完成検査結果通知書（深谷

市の工事）、深谷市以外は公共工事発注者

に照会 

13 経営状況 

 

預金残高証明等 

14 建設業違反等の有無 

 

許可行政庁に照会 

15 賃金不払いの状況 

 

職員名簿等 

16 下請代金の支払遅延状況 

 

過去の工事に係る下請契約書等 

17 その他必要な事項 その他必要と判断される資料 

 



 
別紙２ 

低 入 札 価 格 調 査 調 書 

  年  月  日作成 

作成者［         ］ 

工事名称   [                                        ] 

低価格入札者[                                      ] 

  確 認 事 項 調 査 結 果 等 

 1 その価格により入札した理由書及び入

札金額見積内訳書の内容確認 

 

 2 入札対象工事現場付近における手持ち

工事の状況 

 

 3 同種・類似の手持ち工事の状況が分かる

資料 

 

 4 入札対象工事現場と営業所、倉庫等との

地理的関係 

 

 5 手持ち資材の状況 

 

 

 6 資材購入予定先及び資材購入予定先と

の関係 

 

 7 手持ち機械数の状況 

 

 

 8 労務者の具体的調達見通し 

 

 

 9 過去に施工した公共工事名及び発注者 

 

 

10 過去に施工した公共工事の成績状況 

 

 

11 経営状況 

 

 

12 建設業違反等の有無 

 

 

13 賃金不払いの状況 

 

 

14 下請代金の支払遅延状況 

 

 

15 その他必要な事項 

 

 

 



 
 低 入 札 価 格 調 査 事 務 の 体 系 図  

 

 

調査基準価格未満・

調査限界価格以上 

調査限界価格未満 

入 札・開 札 

落札決定保留 

（入札執行者） 

失格 

低入札価格調査の実施  調査に必要な資料の収集 （契約担当課） 

調査資料の確認、照会及び調査、事情聴取 （工事担当課） 

調書作成・報告 （工事担当課） 

履行可能とする場合 履行可能としない場合 

低入札価格調査審査委員会へ諮問 

入札執行者決裁  

結果通知（全入札参加者） 

低入札価格調査審査委員会へ報告 契約締結 

契約締結結果公表 



 
低入札価格調査事情聴取結果報告書 

   年  月  日 

１ 事情聴取の理由 

      年  月  日（ ）に執行した                工事に

係る入札において、下記の業者が調査基準価格未満の価格を持って入札したので、深谷

市建設工事低入札価格取扱試行要綱に基づき調査を実施した。 

 

２ 調査対象業者 

 

 

３ 調査日時 

      年  月  日（ ）午前・午後  時  分から 

  年  月  日（ ）午前・午後  時  分まで 

 

４ 出席者 

 調査対象業者側 

 

 

 

 深谷市側 

 

 

 

 

５ 概要  

 （１） 低入札価格調査調書に基づく事情聴取  別紙 

 

（２） その他 （調査調書以外の事情聴取事項を記入する。） 

 

 

 

６ 意見 （調査の結果に基づく意見を記入する。例 工事履行の適否及び理由） 

 

 

 

 

７ 報告者 工事担当課名［           ］ 

      職名［        ］ 氏名［           ］ 

 

注意事項 結果報告書は、調査対象業者毎に作成すること。 

     結果報告書及び調書は、入札執行後 10 日以内に契約検査課へ提出すること。 


